☆療育手帳で利用できる制度は？
　制度によって、障がい程度や所得の制限があります。詳しくは各相談窓口にお問い合わせください。
表の○は該当、△は一部該当、×は非該当です。

	制度
	内容・条件等
	Ａ
	Ｂ
	相談窓口

	税金などの減免
	所得税および住民税の控除
	障がいのある方を扶養されている方、またはご自身が療育手帳を持っている方。
	○
	○
	勤務先担当者

税務署

市町村税務課

	
	自動車税、自動車取得税等の減免
	障がいのある方と生計が同じで、その方の通学等送迎のために使っている自動車。
	○
	×
	振興局税務課

市町村税務課

	
	相続税の控除
	障がい程度によって、控除額が異なる。
	○
	○
	税務署

	
	贈与税の非課税
	生前に、特別障害者扶養信託契約により、障がい程度が重度の方に対し贈与を行う場合（上限6,000万円）。
	○
	×
	税務署

各信託銀行

	公営住宅への優先入居
	障がいのある方がいる世帯は、入居要件を緩和し、優先的に入居できるよう選考。
	○
	△
	振興局土木部

市町村担当課

	生活福祉資金の貸付
	必要な生活資金を低利子もしくは無利子で貸付。
	○
	○
	民生委員

社会福祉協議会

	重度心身障がい者医療費助成制度
	保険診療の場合、病院窓口で支払う自己負担額を後日払い戻し。

市町村により、対象者の範囲および所得制限あり。
	△
	×
	市町村　　　　　医療給付担当課

	心身障害者扶養共済制度
	月々の掛金を支払い、保護者に万が一のことが合った場合、障がいのある方に対して、月々一定額を支給。
	○
	○
	市町村　　　　福祉担当窓口

	特別児童扶養手当の手続きの簡素化
	診断書の提出が省略できる。
	○
	×
	

	障害者自立支援法上に基づく福祉サービスの利用
	ホームヘルプ、ショートステイ、児童デイサービス等を利用する際に障がいのあることの証明として使用できる。
	○
	○
	

	料金の割引等
	ＮＨＫ受信料の免除
	全額
	障がいのある方と世帯全員の市町村民税が非課税。
	○
	○
	

	
	
	半額
	障がい程度が重度の方が世帯主で、かつ受信契約者。
	○
	×
	

	
	高速道路・有料道路通行料金割引
	障がいのある方が同乗する場合。

※　ETC利用の際は事前の手続きが必要。
	○
	×
	

	
	携帯電話料金割引
	障がいのある方が所有する携帯電話の基本料金等を割引。
	○
	○
	各携帯電話会社の販売店等

	
	入館料等の割引
	公共の施設（美術館、博物館、体育館等）を利用する際に料金を割引。
	△
	△
	各利用施設

	
	NTTふれあい電話
	NTTの電話番号案内（104番）を無料で利用できます。

事前の手続きが必要。
	○
	○
	NTTふれあい案内
0120-104-174

	
	運賃割引
	交通機関を利用する場合に、障がい程度や旅行距離に応じて割引。

※　具体的な交通機関の種類は次ページのとおり。
	○
	○
	各交通機関

	新マル優制度
	銀行等の預貯金の利子所得が非課税（限度額あり）。
	○
	○
	各金融機関

各郵便局

	青い鳥郵便葉書の無償配布（20枚）
	毎年、決められた受付期間に郵便局へ申し込む。
	○
	×
	各郵便局


＜運賃割引＞　※割引率や割引適用条件などの詳細は、利用各社へお問い合わせください。

	障がい程度
	交通機関
	割引対象
	条件および相談窓口

	
	
	本人
	介助者（１名）
	

	A
	鉄道
	○
	○
	JR各駅窓口、各鉄道会社

	
	国内旅客船
	○
	○
	各旅客船会社

	
	バス
	○
	○
	各バス事業者

	
	タクシー
	○
	
	各タクシー会社

	
	航空線
	○
	○
	療育手帳に、「航空割引」の証明印があること。

県振興局福祉担当窓口

	
	福祉タクシー
	各市町村による
	市町村福祉担当窓口

	B
	鉄道
	○
	△
	介助者の割引は、本人が12歳未満の場合。

	
	国内旅客船
	○
	△
	介助者の割引は、各社による。

	
	バス
	○
	×
	各バス事業者

	
	タクシー
	○
	
	各タクシー会社

	
	航空線
	○
	×
	療育手帳に、「航空割引」の証明印があること。

県振興局等福祉担当窓口

	
	福祉タクシー
	各市町村による
	市町村福祉担当窓口


